
生保事業戦略

2003年11月27日

東京海上日動あんしん生命保険株式会社

取締役社長 太田 資暁

株主・投資家の皆様へ



①ミレアグループにおけるコア事業
②お客様本位の事業運営
③早期融合とクロスセリングの深耕

１．生保事業の位置付け

生保事業戦略①

10/1   東京海上日動あんしん生命スタート10/1   東京海上日動あんしん生命スタート



２．事業計画－数値計画（その１）
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金利の影響

年度末ＥＶ

＜金利の影響＞

▲１６７億円

＜金利の影響＞

▲１６７億円

2000年度実績 2001年度実績 2002年度実績 2003年度

1,164 1,394 1,392 1,631

230 ▲1 239
1,279 1,393 1,512
18.0％ ▲0.1％ 15.8%ＲＯＥ（②÷③）

EV増減額（②）
年度末EV（①）

EV平均残高（③）

単位：億円

単位：億円
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（１）収益力（エンベディッド・バリューベース）（１）収益力（エンベディッド・バリューベース）

＜金利の影響＞

５８億円

＜金利の影響＞

５８億円



年換算保険料（ANP)

2001年度実績 ４５９億円

2002年度実績 ４８２億円

2003年度 ５１５億円

2005年度 ６０１億円
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（２）成長力（新契約年換算保険料ベース　除く年金）（２）成長力（新契約年換算保険料ベース　除く年金）

２．事業計画－数値計画（その２）



３．事業計画－具体的戦略（概要）

生保事業戦略④

（１）クロスセリングの強化（１）クロスセリングの強化

（２）生保専業チャネルの拡充（２）生保専業チャネルの拡充

（３）銀行窓販の推進（３）銀行窓販の推進

（４）広告戦略の強化（４）広告戦略の強化

（５）その他（５）その他



あ
ん
し
ん
生
命

損保代理店

生保専業チャネル

　
　

お
客
様ﾗｲﾌﾊﾟｰﾄﾅｰ約３２０名

ﾁｬﾈﾙｳｪｲﾄ１０％程度

ﾗｲﾌﾊﾟｰﾄﾅｰ約３２０名
ﾁｬﾈﾙｳｪｲﾄ１０％程度

委託代理店２１，５７７店
生保ﾌﾟﾛﾓｰﾀｰ１４０名強
ｸﾛｽｾﾙ率約３％

委託代理店２１，５７７店
生保ﾌﾟﾛﾓｰﾀｰ１４０名強
ｸﾛｽｾﾙ率約３％

３．事業計画－販売チャネルの現状

生保事業戦略⑤
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ん
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命

損保代理店

生保専業チャネル

金融機関

　
　

お
客
様

クロスセリング

ＬＰなど

窓販（３）

（２）

外貨建年金の発売
販売ﾁｬﾈﾙの柱の１つに

外貨建年金の発売
販売ﾁｬﾈﾙの柱の１つに

ﾗｲﾌﾊﾟｰﾄﾅｰ５００名
ﾁｬﾈﾙｳｪｲﾄ１５～２０％に

ﾗｲﾌﾊﾟｰﾄﾅｰ５００名
ﾁｬﾈﾙｳｪｲﾄ１５～２０％に

（１）

生保ﾌﾟﾛﾓｰﾀｰ５００名に
ｸﾛｽｾﾙ率ｱｯﾌﾟ

生保ﾌﾟﾛﾓｰﾀｰ５００名に
ｸﾛｽｾﾙ率ｱｯﾌﾟ

３．事業計画－具体的戦略

生保事業戦略⑥

広
告
戦
略
の
強
化

（４）



• 現在の体制
– １４０名強（03年9月末、日動生命分含む）　　

• 現在の挙績状況
– 対前年比117.4％（ﾌﾟﾛﾓｰﾀｰを除く地域部店 104.8％）

• 今後
– ０４年度以降も生保支社を重点に引き続き増強
– 近い将来５００名程度の体制を目指す

東京海上or日動火災
損 保 支 社

共 通 業 務 共 通 支 援

生 保 業 務 生 保 支 援
（ 生 保 PM ）

生 保 支 社
（生保PMの複数体制）

代
理
店

損 保 業 務 損 保 支 援

生保プロモーター（生保ＰＭ）制度の拡充

生保事業戦略⑦

３．事業計画－具体的戦略（１）

（１）クロスセリングの強化（１）クロスセリングの強化



・０５年度末までに５００名体制を目指す
・９月末現在約３２０名
　
　　　　

（a）ライフパートナー（ＬＰ）の増員

（b）ライフプロ代理店の強化
・乗合、新設、育成の強化
・ライフプロ専門担当支社を３支社増設済み
　
　　　　

生保事業戦略⑧

３．事業計画－具体的戦略（２）

（２）生保専業チャネルの拡充（２）生保専業チャネルの拡充



b. ドル建個人年金保険（あんしんドル年金）の発売
・年金受取はドル建
・国内金利よりも高い米国債券で運用
・死亡給付金は円ベースでの最低保証があるため米ドル資産を
　初めて所有する方でも安心
・新契約に適用する予定利率は毎月見直すものの、適用された
　予定利率は年金支払開始日まで一定
　・解約返戻金は契約後の金利動向に応じて変動
・健康状態や職業についての告知が不要　
　　　　

a. 現在委託数は約２２０行

３．事業計画－具体的戦略（３）

生保事業戦略⑨

（３）銀行窓販の推進（３）銀行窓販の推進



① 企業認知度・商品認知度の向上

② クロスセリングの側面支援　

（４）広告戦略の強化（４）広告戦略の強化

３．事業計画－具体的戦略（４）

生保事業戦略⑩



(a)保障性商品の拡販

コンサルティングセールスを通した保障性商品の拡販

終身

養老・こども

個人向け定期

法人向け定期

定期特約

（b）資産運用方針

生保事業戦略⑪

３．事業計画－具体的戦略（５）

（５）その他（５）その他

引き続きＡＬＭ運用を堅持

現在の商品ポートフォリオ


